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コンパクトシティモデル室蘭
― 課題解決先進都市を目指す地方の現場から ―

室蘭市長 青　山　　　剛

１.はじめに

室蘭市は、北海道の南西に位置し、太
平洋にせり出した半島の地形を生かした
静穏度の高い天然の良港である室蘭港を
有し、臨港地区には 100 年以上の歴史を
有する鉄鋼をはじめとした製造業が立地
する「ものづくりのまち」である。

一方、ものづくりのまちであるが故に、
社会情勢の影響を受けやすく、1970 年
代の２度の石油危機やエネルギー構造の
転換などにより、基幹産業の縮小や合理
化、人口の社会減が深刻化した。近年で
は、少子・高齢化による自然減も重なり、
人口ピーク時である昭和 45年の約 16万
人 (国勢調査人口 )が平成 27 年（2015
年）では約 8.9 万人と半減している（図
－１）。

室蘭市は、東西２つの駅を中心に市街
地が発展しており、古くから官公庁や企
業が集積する JR 室蘭駅周辺の地区（蘭
西地区）、大型スーパーなどの商業施設
が集積し特急列車も停車する JR 東室蘭
駅周辺の地区（蘭東地区）に二分される
（図－２）。旧市街地である蘭西地区の人
口は全人口の約 25％であるが、市が平
成 27 年度に確認した空家等は全 2,578
件のうち 43％に当たる 1,114 件が蘭西

地区に集中している。人口流出に伴い市
街地に空家や空き地が散在する「スポン
ジ化」が進む一方、高度経済成長期に整
備された公共施設の老朽化が深刻化して
いる。

２.室蘭市立地適正化計画

室蘭市は、都市の空洞化、スポンジ化
の解消を目指し、平成 30 年度に室蘭市
立地適正化計画を新たに策定した。「質
の高い公共サービスと都市機能集積、充
実した居住環境創出により、にぎわいあ
ふれるまちなかを再生」することをまち
づくりの方針とし、市街化区域内に都市
機能誘導区域と居住誘導区域を設定した。
都市機能誘導区域には、JR室蘭駅周辺と
JR東室蘭駅周辺の２地区を設定し、市内
外からの利用が見込まれる市の拠点的な
施設、各拠点の個性や魅力を生かしたに
ぎわいの創出や居住の促進に寄与する施
設を設定する（表－１）。居住誘導区域は、
２地区周辺に加え、将来的に人口密度が
維持され身近な都市機能や公共交通が充
実している地区を設定し、平成 27 年現
在で 46 人 /㏊の人口密度を、誘導施策

などで令和 22 年（2040 年）35 人 /㏊
に維持することを目標としている（図－
３，４）。

立地適正化計画を推進するために以下
の３つの柱を設定している。

①公共施設の拠点集約と再編による市
民サービス充実

　民間活力の導入検討、公営住宅や都
市公園、その他の公共施設の機能
再編により、効果的･効率的に市民
サービスの維持・充実を図る。

②既存ストック活用等による移住・定
住対策の推進

　空き地・空家や公的不動産を活用し
た働きやすく住みやすい居住空間形
成や各世代に対応した移住・定住支
援により、転出人口抑制・転入人口
誘発を図る。

③広域中心拠点にふさわしいまちの顔
づくり

　広域圏域の中心都市にふさわしいま
ちなかのにぎわいづくりに向けた広
域拠点機能の強化や中心市街地・商
店街の活性化により魅力ある都市の
再構築を図る。

図－１　室蘭市全体の総人口・年齢別人口の推移 図－２　２つの駅を拠点とした市街地形成
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これら３つの柱に沿った住み替え支援
などの誘導施策を講じて、コンパクトな
まちづくりを目指す。同時に、住民の中
心拠点への移動を念頭にした公共交通網
の構築が必須であることから、後述の地
域公共交通網形成計画と連携を図り、コ
ンパクト・プラス・ネットワークを目指
し、持続可能な都市へと誘導していく。

３. 地方再生コンパクトシ
ティモデル都市

国土交通省の地方再生コンパクトシ
ティのモデル都市に全国 32 都市の１つ
として室蘭市の「３つの広域交流の促進
と、来街者を迎えるまちの顔としてふさ
わしいにぎわいの創出」が北海道で唯一
選定された。平成 30年度から３年間で、
国の社会資本整備総合交付金を活用し、
交流人口の増加や経済活性化の核となる

ハード・ソフト事業を集中的に進め、地
域のにぎわいを再生することを目指して
いる。モデル都市の要件として

①立地適正化計画の策定に取り組んで
いること

②地域経済の活性化、自立化に官民連
携および政策間連携体制を構築し取
り組むこと

③空き店舗減少など地域経済の状況を
計測する明確なKPIを設定すること

④事業期間３年間（平成30年度～令和
２年度）でハード・ソフト両面から
事業を実施すること

立地適正化計画の策定を通じたコンパ
クトシティに具体的に取り組んでいる都
市を基本としている中で、室蘭市におい
ては立地適正化計画の策定作業に取り組
みながら、モデル事業の条件に合致する
取り組みを検討していたことから、申請
にチャレンジすることが出来た。ここで
は、立地適正化計画の JR 室蘭駅周辺地
区を対象としており、10 年ぶりのフェ
リー航路復活（岩手県宮古市との間に就
航）や図書館・科学館整備等による３つ
の広域交流（道外、市外、市内）の促進、
旧室蘭駅舎公園整備や商店街の魅力向上
等による地域活性化、回遊性や総合プロ
デュース力向上の取り組みにより相乗効
果を創出。地区のポテンシャル（港・歴
史・公共施設・公園・商店街等）を総動
員し、交流人口拡大や地域の稼ぐ力の向
上につなげ、にぎわいの再生を目指す。

国土交通省のアドバイザーからの助言
もいただき、大学生や商店主ら市民との
ワークショップを重ね、魅力向上のソフ
ト事業にも取り組んでいる。

図－３　都市施設の分布状況 図－４　2040年の人口密度

表－１　都市機能誘導施設

注）「－」は設定していないことを示す
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４.室蘭市地域公共交通網形
成計画

地方都市では、人口減少や自動車依存
傾向の高まりによる公共交通利用者数の
減少、路線バスやタクシー運転手の高齢
化による深刻な運転手の担い手不足等が
潜在化している。今後、それらの事象が
一層進行すると、公共交通サービスが低
下し、住民の足が確保できず地域力の衰
退が懸念される。そこで室蘭市では、立
地適正化計画と連携した「コンパクト・
プラス・ネットワーク」の実現を目指し
て室蘭市地域公共交通網形成計画を平成
31年３月に策定した。

持続可能なコンパクト・プラス・ネッ
トワークのまちづくりを目指すために、
人口集積や人口構造の濃淡に合わせた公
共交通網形成、立地適正化計画に基づく
基幹的な都市施設の立地に合わせ目的地
への利用利便性を高める公共交通網形成、
観光客の増加に伴い来街者にも分かりや
すい公共交通網の提供や観光拠点へのア
クセス確保などの課題を抽出し、基本的
な方針を設定した。

公共交通網の目指すイメージとして、
短期的には市内の骨格となる幹線交通軸
を JR・バスとし、バス路線を補完する多
様な近距離型の支線交通軸をバスやタク
シーとした。長期的には、交通不便地域
等の支線交通を検討する中で、タクシー
に加えデマンド交通や自動運転、レンタ
サイクルなどの導入も視野に入れている
（図－５）。

５.老朽危険空家対策～北海
道胆振東部地震の被害か
ら～

人口減少、少子高齢化に伴い、空家は
まちづくりの大きな支障となっている。
適切に管理されない空家等の深刻な社会
問題化を受け、平成 27 年に国は空家等
対策の推進に関する特別措置法を施行し
た。国の統計調査による室蘭市の空家総
数は 7,580 戸、空家率は 14.9％と全国・
北海道を上回り、「その他の住宅」に至っ
ては平成 15 年からの 10 年間で 1.3 倍
のペースで増加し続けており対策は急務
である。平成 28 年に策定した室蘭市空
家等対策計画の中では、以下の４つを柱
としている。

①空家化の予防
　単身高齢者の増加による空家とその

予備軍が増加傾向であると予想され
ることから、現存する空家への対策
に加え、納税通知書に啓発チラシを
同封したり、空家等の適正管理に向
けたパンフレットを配布している。

②空家の流通と活用促進
　利用可能な空家や修繕することで中

古住宅として市場流通が可能な物件
の利用促進を目指し、空家リフォー
ム補助制度による住宅ストックの優
良化や空家バンク制度の活用を図
る。

③管理不全な空家の防止と解消
　特定空家等の所有者に対し対話や臨

戸による直接的な状況把握を基本と
し、特措法を活用した実効性ある改
善指導を推進する。そのため、市で
は空家活用促進助成金を創設し、空
家の除却や付属施設改修費用の一部

に助成を行っている。
④空家に係わる空き地の活用
　空家除却後の跡地についても周辺の

生活環境改善の観点から適正管理が
必要であることから、コミュニティ
スペースや菜園等としての活用のほ
か、空家バンク制度活用により所有
者等と購入希望者とのマッチングを
図る。

このほか、空家・空店舗対策を講じて
いるが、老朽化の進行で活用できる物件
は極めて少ない。さらに、最大の課題と
なっているのが、相続人や所有者が破産・
解散・放棄となった場合であり、権利の
複雑化や所有者不存在への対応である。

直近の事例では、平成 30 年９月６日
に北海道胆振東部地震が発生し、室蘭市
は震度５弱を観測した。中心市街地に所
在する空きビル（昭和 46 年建築）が被
災し、外壁の一部が市道へ落下する事故
が発生した。当該ビルは平成 30 年７月
に特定空家等に認定されており、所有者
の有限会社は事実上廃業、実質的に必要
な措置を命ぜられるべき所有者が不存在
であった。建物内部の荒廃が著しく、内
装材の剥落やアスベストを含んだ耐火被
覆材が剥落している状況に加え、PCB 含
有のコンデンサやトランスも存在してい
る。建物全体の老朽化が進行しており、
構造体の耐久度が低下していることもあ
り、今後も同様の災害が発生した場合に
は、大規模な損傷により周辺へ甚大な被
害を与える恐れが想定される。そこで、
市は庁内に設置している空家等対策会議
で対応を協議し、略式代執行により除却
を実施することとした。

このように、所有者不存在など行政の
介入が避けられない物件に対しては、市

図－５　目指すべきコンパクト・プラス・ネットワークの骨格
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の助成金制度や国の補助制度の活用など、
計画的かつ予算平準化を図った対応が有
効と考えられる。とりわけ都市機能誘導
区域といった中心市街地においては、老
朽化した大型空き建築物が立地している
ことが多く、今回のようにアスベストな
どが含有されていると処理費用が嵩み、
まちづくりやにぎわいづくりの大きな支
障となる。

今後の課題として、相続登記の義務化、
相続放棄の厳格化と管理義務、土地所有
者の管理義務、所有者不存在や不存在に
相当する空家、大型空き建築物への対応、
法人が所有する不動産への対応について、
制度設計が急がれる。

６.室蘭グリーンエネルギー
タウン構想

地球温暖化対策の必要性や平成 23 年
３月の東日本大震災以降のエネルギー問
題への対応を背景に、環境にやさしい新
たなまちづくりの構想が求められた。前
述のとおり、室蘭市は 100 年以上続くも
のづくりのまちとして発展してきた歴史
から「環境産業都市」を標榜している。
市民の暮らしの中に環境技術を取り込み、
低炭素都市形成につながるまちづくりを
目指した「室蘭グリーンエネルギータウ
ン構想」を平成 27 年２月に策定し、以
下の３項目を実現することを目的として
いる。

①環境産業都市としての新たな成長基
盤の創出による地域経済の活性化

②北海道の次代のエネルギー社会構築
に向けた先導的役割

③環境負荷の低減と、子どもからお年
寄りまで、市民にやさしく住みよい
低炭素都市の創造

この構想では、地域の自立性、地域経

済の活性化、産業振興、災害時の防災機
能の強化などが期待できる新たな低炭素
都市形成につながるエネルギーが必要と
考え、水素エネルギー、再生可能・未利
用エネルギーなどを利活用した「エネル
ギーの地産地消」と、新たな技術やシス
テムなどの地域社会への実装に向けた開
発・実証・事業化、およびその先進性の
発信を謳っている。これらの項目の実現
に向け、北海道内初の水素ステーション
と燃料電池自動車（FCV）の一体導入（写
真－１）、北海道最大の燃料電池（エネ
ファーム）タウンの造成、民間事業者に
よるバイオマス（パームやし殻）発電所
運転、下水処理場におけるバイオガス発
電、東日本最大のつり橋である白鳥大橋
を LED 照明でライトアップなどといった
具体的な取り組みを展開している。平成
29 年３月には「第１回先進的まちづく
りシティコンペ」にて国土交通省大臣賞
および審査員特別表彰を受賞した。

室蘭市では少子化に伴い統廃合した学
校跡地を利用したまちづくりを進めてお
り、小学校跡地に 49 区画の分譲をし、
そのうち 10 区画をエネファームタウン
とした。低炭素に対する住民の意識醸成
が図られているほか、停電時においても、
バックアップ電源としての機能から有効
である。

平成 30 年からは、環境省が公募した
「地域連携・低炭素水素技術実証事業」
に室蘭市を舞台にした「建物及び街区に
おける水素利用普及を目指した低圧水素
配送システム実証事業」が採択された。
市所有の風力発電所で発電した電気を使
い、水電解装置で水素を製造し、車載用
コンテナに収納した水素吸蔵合金（MH）
タンクに貯蔵する。MHタンクは室蘭市内
鉄鋼メーカーの技術で、水素を低圧で大

量に安全に貯蔵可能である。車載型 MH
タンクで運搬された水素を温浴施設の定
置型 MH タンクに熱のカスケード利用に
より移し替え、設置されている燃料電池
で電気と温水を発生させ供給するもので
ある。この実証により水素を建物や街区
に展開することが可能になれば、環境に
やさしい低炭素なまちづくりを展望でき
る。

７.今後の課題と展望

地方都市において、人口減少に伴い各
分野で生じている人手不足問題に如何に
応えていけるかが、今後のまちづくりを
考える上で大きなテーマである。

例えば廃棄物分野では、清掃作業員の
担い手不足で、収集業務も従来通りに収
集することは困難との声も上がる。日本
ではあまり普及していないディスポー
ザーを一般住宅に設置して、生ゴミを台
所排水口で破砕処理し下水道に流すこと
で、清掃車の収集回数の減少とともに省
人化が可能となり、下水処理場でのバイ
オマス発電によってスマート都市を目指
すことは出来ないだろうか。高齢者・障
害者世帯にあっては、ゴミ捨て場までの
ゴミ出しが大きな負担となっており、地
域によっては戸別収集もなされている現
状である。

一方、自治体業務においても、省人化
に向けた取り組みが始まっている。室蘭
市では、室蘭工業大学との共同研究で約
440㎞ある市道の路面性状調査を、２名
体制から運転手とデジタルカメラへのシ
フトチェンジを目指している。道路のひ
びわれ亀裂老朽箇所をカメラが撮影し、
AIが自動で老朽度の判断もするシステム
開発を進めている。

いずれにしても、地方都市においては、
人口減少に伴い市税収入も減少していく
ことで、持続可能なまちづくりを進めて
いくことが難しい時期を迎えている。公
共施設の集約・再編やコンパクトなまち
づくり、省人化の技術の導入も図りなが
ら、今後も災害に強い強靭で環境にやさ
しい都市マネジメントを行っていきたい。

写真－１　室蘭市の水素ステーションとFCV


